
対象労働者 平成24年９⽉30日までの要件 平成24年10⽉１⽇以降の要件

被災離職者

以下①～③の全てに該当する人

①東日本大震災発生時に、被災地
（※ ２）で就業していたこと

②震災により離職を余儀なくされた
こと

③②の離職後、安定した職業につい
たことがないこと(＊)

※２ 震災に際し、災害救助法が適用
された市町村の地域（東京都を除く）

変更なし

被災地
求職者

東日本大震災発生時に被災地域に居
住しており、震災後、安定した職業
についたことがない人(＊)
（震災により被災地域外に住所また
は居所を変更している人を含みま
す）

左記の要件を満たし、震災発生日から
平成24年９⽉30日までに、ハロー
ワーク等（※３）で求職活動（※４）を
⾏った⼈のみが助成対象になります。

※３ 上記※１と同じ
※４ 窓口で職業相談や職業紹介を受ける

こと

（注）震災発生時に原発事故に伴う警戒区
域・計画的避難区域・緊急避難準備区域に
居住していた人については、９月30日ま
でに求職活動を行っていなくても助成対象
になります。

の対象者の要件が変わります

平成２４年１０月１日から

東日本大震災による被災離職者または被災地域に居住する求職者（被災地求職者）を、

ハローワーク等（※１）の紹介により、継続して１年以上雇用することが見込まれる労働者

として雇い入れた事業主に対して支給します。

※１ ハローワーク、地方運輸局、雇用関係給付金の取り扱いについての同意書を労働局に提出して
いる有料・無料職業紹介事業者もしくは無料船員職業紹介事業者

被災者雇⽤開発助成⾦とは

支
給
額

大企業 50万円（短時間労働者を雇い入れた場合は30万円）

中小企業 90万円（短時間労働者を雇い入れた場合は60万円）

・ご不明な点については、最寄りのハローワークまたは各都道府県労働局（職業安定部）へお問い合わせください。

ＬＬ２４０７２６開発０１厚生労働省・ハローワーク

被災者雇⽤開発助成⾦

事業主・被災者の方へ

◆平成２４年１０月１日から、助成金の対象となる労働者の要件が、以下のようになります。

(＊)「安定した職業についたことがない」とは、具体的には「週所定労働時間２０時間以上の労働者として６か月以上雇用された

ことのない」ことをいいます。

（別添３）

裏面も参照してください（24.10.01東京労働局）



震災発生時に原発事故に伴う警戒区域等に居住していた下

記の①及び②の人については、平成 23 年 3 月 11 日から平
成 24 年 9 月 30 日までに求職活動を行っていなくても助成対

象になります。

① 東日本大震災発生時に、警戒区域等を含む市町村（いず

れも福島県になります。）に居住していた人

警戒区域・計画的避難区域・緊急避難準備区域を含む市町村

○いわき市 ○田村市 ○南相馬市 ○川俣町 ○広野町

○楢葉町 ○富岡町 ○大熊町 ○双葉町 ○浪江町

○川内村 ○葛尾村 ○飯舘村

② 東日本大震災発生時に、特定避難勧奨地点（いずれも福

島県になります。）に居住していた人であって、指定され

た日から指定が解除された日までのいずれかの間に、特定

避難勧奨地点以外に避難している人

特定避難勧奨地点

○伊達市の 5地区

霊山町上小国 霊山町下小国 霊山町石田 保原町富沢

月舘町月舘（117 地点）

○南相馬市の 7地区

原町区片倉 原町区馬場 原町区押釜 原町区高倉

原町区大谷 原町区大原 鹿島区橲原（171 地点）

○川内村の 1地区

大字下川内字三ツ石・勝追（1地点）

（24.10.01 東京労働局）


